　教職員 (きょうしょくいん)のみなさんへ


	「障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)に基 (もと)づく苦情 (くじょう)の自主的解決 (じしゅてきかいけつ)に係 (かか)る要領 (ようりょう)」
の制定 (せいてい)について



埼玉県教育委員会 (さいたまけんきょういくいいんかい)では、「障害者 (しょうがいしゃ)の雇用 (こよう)の促進 (そくしん)等 (とう)に関 (かん)する法律 (ほうりつ)（このリーフレットでは「障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)」と呼 (よ)びます。）に基 (もと)づき、「障害者 (しょうがいしゃ)に対 (たい)する不当 (ふとう)な差別的取扱 (さべつてきとりあつか)い」「合理的配慮 (ごうりてきはいりょ)の提供 (ていきょう)」に関 (かん)する苦情 (くじょう)を、自主的 (じしゅてき)に解決 (かいけつ)するための要領 (ようりょう)（きまり）をつくりました。
この要領 (ようりょう)は、所属長 (しょぞくちょう)や人事担当課 (じんじたんとうか)などの関係者 (かんけいしゃ)が、主体性 (しゅたいせい)をもって取組 (とりく)むことで、問題 (もんだい)の適切 (てきせつ)な解決 (かいけつ)に結 (むす)びつけることを目的 (もくてき)としています。
不当 (ふとう)な差別的取扱 (さべつてきとりあつか)いを無 (な)くすこと、合理的配慮 (ごうりてきはいりょ)の提供 (ていきょう)を通 (とお)して、障害 (しょうがい)のある教職員 (きょうしょくいん)が働 (はたら)きやすい職場環境 (しょくばかんきょう)づくりを進 (すす)めます。

令和 (れいわ)３年 (ねん)４月 (がつ)１日 (にち)
＜課所館 (かしょかん)＞教育総務部総務課 (きょういくそうむぶそうむか)
　　　障害者雇用推進担当 (しょうがいしゃこようすいしんたんとう)、人事 (じんじ)（事務局 (じむきょく)）担当 (たんとう)
＜県立学校 (けんりつがっこう)＞県立学校部県立学校人事課 (けんりつがっこうぶけんりつがっこうじんじか)
　　　教員人事担当 (きょういんじんじたんとう)、事務職員人事担当 (じむしょくいんじんじたんとう)
＜小中学校 (しょうちゅうがっこう)＞市町村支援部小中学校人事課 (しちょうそんしえんぶしょうちゅうがっこうじんじか)
　　　人事 (じんじ)・学事 (がくじ)担当 (たんとう)
埼玉県教育委員会 (さいたまけんきょういくいいんかい)

	Ｑ．どういった内容 (ないよう)の申 (もう)し出 (で)ができますか


Ａ．原則 (げんそく)として障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)第 (だい)35条 (じょう)（障害者 (しょうがいしゃ)に対 (たい)する不当 (ふとう)な差別的 (さべつてき)取扱 (とりあつか)い）と、第 (だい)36条 (じょう)の３（合理的配慮 (ごうりてきはいりょ)の提供 (ていきょう)）に該当 (がいとう)する苦情 (くじょう)を対象 (たいしょう)としています。

	Ｑ．誰 (だれ)でも苦情 (くじょう)を申 (もう)し出 (で)ることができますか


Ａ．常勤 (じょうきん)・非常勤 (ひじょうきん)を問 (と)わず、県教育委員会 (けんきょういくいいんかい)が任命 (にんめい)している職員 (しょくいん)で、かつ、障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)第 (だい)２条 (じょう)第 (だい)１項 (こう)に規定 (きてい)する障害者 (しょうがいしゃ)である方 (かた)が申 (もう)し出 (で)ることができます。※障害者手帳 (しょうがいしゃてちょう)を持 (も)っているかどうかは関係 (かんけい)ありません。

	Ｑ．苦情 (くじょう)の申 (もう)し出 (で)はどのようにすればよいですか


Ａ．書面 (しょめん)の提出 (ていしゅつ)は必要 (ひつよう)ありません。申 (もう)し出 (で)は書面 (しょめん)でも、口頭 (こうとう)でもかまいません。普段 (ふだん)の会話 (かいわ)の中 (なか)など、あらゆる場面 (ばめん)での意思表示 (いしひょうじ)を含 (ふく)みます。人事担当課 (じんじたんとうか)などへの「援助 (えんじょ)の求 (もと)め」についても同 (おな)じです。

	Ｑ．解決 (かいけつ)とはどういうことですか


Ａ．ここでいう解決 (かいけつ)は、所属長 (しょぞくちょう)や人事担当課 (じんじたんとうか)と苦情申出者 (くじょうもうしでしゃ)との間 (あいだ)で話 (はな)し合 (あ)いをして、お互 (たが)いに納得 (なっとく)して決 (き)めることをいいます。

	Ｑ．苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)はどのようなことをするのですか


Ａ．苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)は、当事者 (とうじしゃ)や関係者 (かんけいしゃ)のヒアリングや話 (はな)し合 (あ)いなどを通 (つう)じて問題 (もんだい)を解決 (かいけつ)しようとする話 (はな)し合 (あ)いの場 (ば)です。苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)そのものに、指導権限 (しどうけんげん)などはありませんが、問題 (もんだい)の解決 (かいけつ)にあたって必要 (ひつよう)なときは、所属長 (しょぞくちょう)や人事担当課 (じんじたんとうか)が指導 (しどう)などを行います。




障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)に基 (もと)づく苦情 (くじょう)の自主的解決 (じしゅてきかいけつ)に係 (かか)る要領 (ようりょう)

（目的 (もくてき)）
第 (だい)１　障害者 (しょうがいしゃ)の雇用 (こよう)の促進 (そくしん)等 (とう)に関 (かん)する法律 (ほうりつ)（昭和 (しょうわ)３５年 (ねん)法律 (ほうりつ)第 (だい)１２３号 (ごう)。以下 (いか)「障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)」という。）第 (だい)７４条 (じょう)の４の規定 (きてい)に係 (かか)る埼玉県教育委員会 (さいたまけんきょういくいいんかい)における苦情 (くじょう)の自主的解決 (じしゅてきかいけつ)について必要 (ひつよう)な事項 (じこう)を定 (さだ)めるものである。
（用語 (ようご)の定義 (ていぎ)）
第 (だい)２　この要領 (ようりょう)において、次 (つぎ)の各号 (かくごう)に掲 (かか)げる用語 (ようご)は、当該各号 (とうがいかくごう)に定 (さだ)めるところによる。
(1)苦情 (くじょう)　障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)第 (だい)３５条 (じょう)及 (およ)び第 (だい)３６条 (じょう)の３に定 (さだ)める事項 (じこう)に係 (かか)る苦情 (くじょう)をいう。
(2)苦情 (くじょう)を申 (もう)し出 (で)ることができる教職員 (きょうしょくいん)　埼玉県教育委員会 (さいたまけんきょういくいいんかい)が任命 (にんめい)（常勤 (じょうきん)・非常勤 (ひじょうきん)を問 (と)わない）した者 (もの)で、かつ、障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)第 (だい)２条 (じょう)第 (だい)１項 (こう)に規定 (きてい)する障害者 (しょうがいしゃ)である者 (もの)をいう。
(3)所属長 (しょぞくちょう)　苦情 (くじょう)を申 (もう)し出 (で)る教職員 (きょうしょくいん)が所属 (しょぞく)する所属所 (しょぞくしょ)の長 (ちょう)をいう。ただし、苦情 (くじょう)を申 (もう)し出 (で)る教職員 (きょうしょくいん)が所属長 (しょぞくちょう)の場合 (ばあい)は、市町村立学校 (しちょうそんりつがっこう)にあってはその所属所 (しょぞくしょ)を所管 (しょかん)する教育委員会 (きょういくいいんかい)の教育長 (きょういくちょう)を、教育局 (きょういくきょく)及 (およ)び教育機関 (きょういくきかん)（県立学校 (けんりつがっこう)を含 (ふく)む）にあっては所管 (しょかん)する部長 (ぶちょう)をいう。
(4)人事担当課 (じんじたんとうか)　教育局 (きょういくきょく)及 (およ)び教育機関 (きょういくきかん)（県立学校 (けんりつがっこう)を除 (のぞ)く）にあっては教育総務部 (きょういくそうむぶ)総務課 (そうむか)を、県立学校 (けんりつがっこう)にあっては県立学校部 (けんりつがっこうぶ)県立学校人事課 (けんりつがっこうじんじか)を、市町村立学校 (しちょうそんりつがっこう)にあっては市町村支援部 (しちょうそんしえんぶ)小中学校人事課 (しょうちゅうがっこうじんじか)をいう。
（苦情 (くじょう)の自主的解決 (じしゅてきかいけつ)）
第 (だい)３　所属長 (しょぞくちょう)は当該所属職員 (とうがいしょぞくしょくいん)である障害者 (しょうがいしゃ)である教職員 (きょうしょくいん)から苦情 (くじょう)の申 (もう)し出 (で)を受 (う)けたときは、所属内 (しょぞくない)で自主的 (じしゅてき)な解決 (かいけつ)が図 (はか)られるよう努 (つと)めなければならない。
２　前項 (ぜんこう)による解決 (かいけつ)が図 (はか)られなかった場合 (ばあい)又 (また)は解決 (かいけつ)を図 (はか)るために必要 (ひつよう)な時 (とき)は、所属長 (しょぞくちょう)又 (また)は苦情 (くじょう)を申 (もう)し出 (で)た教職員 (きょうしょくいん)は人事担当課 (じんじたんとうか)（市町村立学校 (しちょうそんりつがっこう)にあってはその所属所 (しょぞくしょ)を所管 (しょかん)する教育委員会 (きょういくいいんかい)）に対 (たい)し解決 (かいけつ)に係 (かか)る援助 (えんじょ)を求 (もと)めることができる。
３　市町村教育委員会 (しちょうそんきょういくいいんかい)にあっては、所管 (しょかん)する教育事務所 (きょういくじむしょ)又 (また)は人事担当課 (じんじたんとうか)に対 (たい)し解決 (かいけつ)に係 (かか)る援助 (えんじょ)を求 (もと)めることができる。
（苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)）
第 (だい)４　人事担当課 (じんじたんとうか)は苦情 (くじょう)の解決 (かいけつ)のために必要 (ひつよう)な時 (とき)は、人事担当課職員 (じんじたんとうかしょくいん)、苦情 (くじょう)の申 (もう)し出 (で)のあった所属 (しょぞく)の所属長 (しょぞくちょう)、苦情 (くじょう)の申 (もう)し出 (で)のあった所属 (しょぞく)の教職員代表等 (きょうしょくいんだいひょうとう)の関係者 (かんけいしゃ)を構成員 (こうせいいん)とした苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)を組織 (そしき)し解決 (かいけつ)にあたることができる。
附 (ふ)　則 (そく)
この要領 (ようりょう)は、令和 (れいわ)３年 (ねん)４月 (がつ)１日 (にち)から施行 (せこう)する。

＜苦情処理 (くじょうしょり)の手順 (てじゅん)＞
①障害 (しょうがい)のある教職員 (きょうしょくいん)から苦情 (くじょう)の申出 (もうしで)
②所属長 (しょぞくちょう)は所属内 (しょぞくない)で解決 (かいけつ)を図 (はか)るよう努 (つと)める。
③所属内 (しょぞくない)で解決 (かいけつ)が図 (はか)られなかった場合 (ばあい)など所属長 (しょぞくちょう)または苦情申出者 (くじょうもうしでしゃ)は人事担当課 (じんじたんとうか)（市町村立学校 (しちょうそんりつがっこう)にあっては市町村教育委員会 (しちょうそんきょういくいいんかい)）に対 (たい)し解決 (かいけつ)に係 (かか)る援助 (えんじょ)を求 (もと)めることができる。
③’市町村教育委員会 (しちょうそんきょういくいいんかい)の援助 (えんじょ)によっても解決 (かいけつ)が図 (はか)られなかった場合 (ばあい)、市町村教育委員会 (しちょうそんきょういくいいんかい)は教育事務所 (きょういくじむしょ)（又 (また)は小中学校人事課 (しょうちゅうがっこうじんじか)）に対 (たい)し解決 (かいけつ)に係 (かか)る援助 (えんじょ)を求 (もと)めることができる。
④援助 (えんじょ)を求 (もと)められた人事担当課 (じんじたんとうか)は苦情 (くじょう)の解決 (かいけつ)のために必要 (ひつよう)なときは、人事担当課職員 (じんじたんとうかしょくいん)、苦情申出 (くじょうもうしで)のあった所属 (しょぞく)の所属長 (しょぞくちょう)及 (およ)び教職員 (きょうしょくいん)代表 (だいひょう)等 (とう)の関係者 (かんけいしゃ)を構成員 (こうせいいん)とした、自主解決 (じしゅかいけつ)のための苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)を組織 (そしき)し解決 (かいけつ)にあたることができる。
④
④
③’
③
③
市町村 (しちょうそん)
教育委員会 (きょういくいいんかい)
②
②
①
①
自主 (じしゅ)解決 (かいけつ)のための苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)
（障害者雇用促進法 (しょうがいしゃこようそくしんほう)第 (だい)７４条 (じょう)に基 (もと)づく苦情処理機関 (くじょうしょりきかん)）
○総務課 (そうむか)（人事担当 (じんじたんとう)）
○県立学校人事課 (けんりつがっこうじんじか)
　（教員人事担当 (きょういんじんじたんとう)、事務職員人事担当 (じむしょくいんじんじたんとう)）
人事担当課 (じんじたんとうか)
所 (しょ)　属 (ぞく)
教育局 (きょういくきょく)及 (およ)び教育機関 (きょういくきかん)（県立学校 (けんりつがっこう)含 (ふく)む）
市町村立学校 (しちょうそんりつがっこう)
【所属長 (しょぞくちょう)】
※職業生活相談員等関係職員 (しょくぎょうせいかつそうだんいんとうかんけいしょくいん)と連携 (れんけい)
所 (しょ)　属 (ぞく)
教育事務所 (きょういくじむしょ)
○小中学校人事課 (しょうちゅうがっこうじんじか)（人事 (じんじ)・学事担当 (がくじたんとう)）
人事担当課 (じんじたんとうか)

[bookmark: _GoBack]○総務 (そうむ)・人事 (じんじ)・学事担当 (がくじたんとう)
○職業生活相談員 (しょくぎょうせいかつそうだんいん)
【所属長 (しょぞくちょう)】
※心 (こころ)のバリアフリー推進員 (すいしんいん)、職業生活相談員等関係職員 (しょくぎょうせいかつそうだんいんとうかんけいしょくいん)と連携
【障害 (しょうがい)のある教職員 (きょうしょくいん)】
「不当 (ふとう)な差別的取扱 (さべつてきとりあつか)い」「合理的配慮 (ごうりてきはいりょ)」に関 (かん)する苦情 (くじょう)の申 (もう)し出 (で)

【障害 (しょうがい)のある教職員 (きょうしょくいん)】
「不当 (ふとう)な差別的取扱 (さべつてきとりあつか)い」「合理的配慮 (ごうりてきはいりょ)」に関 (かん)する苦情 (くじょう)の申 (もう)し出 (で)

